
第４回「航空輸送安全対策委員会」の議事概要について 

 
 ８月２３日（火）１４：００より、国土交通省会議室（３号館８階国際会議室）に

おいて開催された第４回「航空輸送安全対策委員会」において、各議題について委員

及びオブザーバーから出された主な意見等は以下のとおり。 
 
１．「公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策検討委員会」の中間とりまとめ

について 
 
・航空以外の交通モードにおいても、事業者を安全確保のために取り組ませるために

は、パニッシュメント（処罰）ではなくインセンティブを与えることが重要である

という意見が強いという印象を受けた。 
 
・本中間とりまとめにおいては、「安全風土」という言葉が使われているが、「安全文

化」との違いはあるのか。 
・ヒューマンエラー事故防止対策検討委員会では、「安全文化」を確立するための具

体的な措置を明確にしないと会社が「安全文化」を確立したとの評価はできないと

いう議論が強くあり、その結果、単に安全を大事にする考え方という意味で、「安

全風土」という言葉が報告書では使われた。しかし、「安全風土」と「安全文化」

との用語の意味合いの違いについては特に議論されていない。 
 
 
２．「航空輸送安全対策委員会」とりまとめ案の検討 
 
・「訓練のあり方の見直し」に関して、必要と考えられる措置にある「新たな訓練の

整備士、客室乗務員等への展開」は、運航乗務員に導入して成果が出てから検討す

るということか。タイミングとして遅い気がする。 
→ TEM（Threat and Error Management）を取り入れた訓練については、整備士、客
室乗務員にもできるだけ早い段階で取り入れる必要があると考えられることから、

とりまとめ案文の修正をしたい。（航空局） 
 
・「安全情報の収集・分析の強化」に関して、航空会社の安全情報の入手先が機長に

限定されているように読めるので、客室乗務員も追加していただきたい。 
→ 客室乗務員からの報告も安全対策のための貴重な情報源であり、ご指摘の通り修
正する。（航空局） 

 
・米国航空企業の経営破綻などを受けて、我が国でも「航空事業経営基盤強化プログ



ラム」が制定され、セーフティネットを受けるとともにコスト構造改革の自助努力

が強く求められた。その中で安全コストが切り下げられたのではないかという反省

はある。 
 
・航空界と利用者の間に安全に対する認識の落差があるように思う。例えば、先日の

JALのエンジントラブルでも、法律上の制約があるとは思うが、地上において負傷
者も出ているにもかかわらず事故調査委員会が調査しないのは変だという一般の

声がある。今後の検討における要望として、特に安全規制については、航空界だけ

で議論するということではなく、利用者や現場の声を重視し反映するプロセスを考

えていただきたい。 
→「おわりに」の章で「利用者を含む幅広い意見を聴きながら」と記載されていると

おり、今後具体的にどういう枠組みが可能か考えていきたい。また、内外から、事

故調査委員会の調査対象となる「重大インシデント」の定義が狭すぎるのではない

かとの声もあり、今後事故調査委員会とも相談しながら、その定義付けについて検

討していきたい。（航空局） 
 
・「必要と考えられる措置」の各項目の表現を統一する必要がある。 
→ ご指摘の通りであり精査する。（航空局） 
 
・「業務の実施方法の改善」において記載されている「設定された業務に見合った作

業時間が確保されていることの検証」については、すでに航空会社がブロックタイ

ムの見直しなどを実施していると思うが、今後とも航空会社が自主的に見直しを進

めていただきたい。 
→ ブロックタイムについては、航空会社内で積極的に検討されていると理解してい
る。（航空局） 
 

・管制官とパイロットのコミュニケーションミスに起因するトラブルが発生している

ことを踏まえると、両者の意識の共有化に向けた会議や訓練を設ける良い機会では

ないか。 
→ 各空港ベースでは、管制官とパイロットが意見交換会を行い、パイロットからの
提言を受けるといった場も設けているが、このような機会をもっと作っていくこと

を検討する。（航空局） 
 
・今回の国における監査体制の構築に当たっては、安全企画部門と監査部門が無駄な

く機能的にやっていけるよう考えて欲しい。 
→ 監査部門の設立にあたっては、どうすれば重複がなく効率的で役に立つ監査がで
きるか、検討していきたい。（航空局） 

 



・CRM（Crew Resource Management）などは、欧米流のヒューマンファクターの考
えに基づく方法であり、TEM を訓練へ導入するにあたっては、日本の文化・風土

にマッチしたものを検討する必要がある。 
 
・「安全文化の醸成を進める」という表現が使われているが、ヒューマンエラー事故

防止対策検討委員会では、「安全文化」という言葉の使用については具体的に定義

を行って使用されるべきという声が強かったことから、本とりまとめにおいても漠

然とした概念で「安全文化」という言葉を使うのであれば、抽象的な、例えば「安

全意識」といった別の言葉を使ったほうが良いのかもしれない。 
・航空界では、様々な取組みにより「安全文化」という言葉がようやく定着しつつあ

るという印象を持っており、本とりまとめでは「安全文化」を採用すべきではない

か。 
・「安全文化」の概念は「安全が何よりも重要という人々の態度・責任感の集積」な

どとも言われており、その評価基準について必ずしも明確に定めていなければなら

ないというわけでもないので、本とりまとめにおいては「安全文化」のままでよい

のではないか。 
 
 
 今回の議論を踏まえ、必要な修正については再度委員に照会した上で、正式なとり

まとめとすることとなった。 
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